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地域住宅計画

平成 25 年度 ～ 26 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

○公営住宅及び改良住宅の既存ストックで最も多い中層耐火構造のうち、昭和４０年代～５０年代に建設された住棟は、耐震性能に乏
しく、震災時に倒壊や火災の危険が高いため、耐震診断・耐震改修による整備が必要である。また、外壁等の安全性に加え設備面にお
いても老朽化が著しい住棟が多数存在する。
　
○少子高齢化社会の到来による対応が急がれている中、老朽化が著しく居住水準の低い団地が相当数ある。これらの公営住宅を高齢者
等が安心して暮らせる住宅に整備するため、建替や住戸改善等を行う必要がある。

松山市

　松山市地域

 計画期間

 計画の名称

 都道府県名 愛媛県  作成主体名

　松山市は、愛媛県の中央部に位置し、平成１２年に中核市移行、平成１７年１月には旧北条市、旧中島町と合併、人口約５１万人、
世帯数約２２万世帯で、「人が集い　笑顔広がる　幸せ実感都市　まつやま」として発展を目指している。
　住宅政策の分野では「緑の映える快適なまち」を基本目標に、「快適な生活基盤をつくる」を政策基本方針の下、市民が快適な暮ら
しを送るため良質な住宅の供給を促進するとともに、市営住宅については、現在５０団地４,６４５戸を管理運営する中、全体の約３割
が耐用年数の半分を経過するなど、今後、大量更新時期を迎えることから、「松山市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、建て替えに
より効率的かつ的確な供給を図るとともに、住宅の長寿命化とライフサイクルコストの縮減を図ることが求められています。



単　位 基準年度 目標年度

％
市営住宅における耐震性が確保された住
宅の割合

76% 25 82% 26

％

松山市公営住宅等長寿命化計画におい
て、外壁改修が必要と判定された住棟の
うち、改修工事を行った住棟の割合（建
替及び用途廃止予定を除く）

13% 25 27% 26

％

松山市公営住宅等長寿命化計画におい
て、屋上防水改修が必要と判断された住
棟のうち、改修工事を行った住棟の割合
（建替及び用途廃止予定を除く）

19% 25 43% 26

給水設備の改修率 ％
改修が必要な給水設備の改修を行った団
地の割合（建替及び用途廃止予定を除
く）

0% 25 22% 26

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

『市民が快適に暮らせる住宅・居住環境の実現』
『公営住宅の長寿命化を図るための修繕・改善の計画的な推進』
『老朽化が進む公営住宅の建替えの推進』
『入居者が快適に暮らせる居住性の向上』
『入居者が安全に暮らせるバリアフリー化の推進』

指　　標 従前値 目標値

市営住宅の安全性の確保



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

　目標①：公営住宅の長寿命化を図るための修繕・改善の計画的な推進
<事業の概要>

・震災時に倒壊や火災の危険が高い住棟について、耐震診断・耐震改修による整備を行い、耐震性能の向上を図る。
・長寿命化を図るため、老朽化した外壁等、屋上防水の改修を行い、躯体の耐久性を向上させる。

　目標②：入居者が快適に暮らせる居住性の向上
<事業の概要>

・老朽化した給水設備を改修することにより、居住性の向上を図る。
・住棟設備の機能向上を行い、居住性を向上させる。



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内

事業費

0 …A
２団地 20

　　　　　　　　〃 ２団地 524

１団地 9

１団地 26

579 …K

提案事業

交付期間内

事業費

　

0 …B

（参考）関連事業 　　※宅地区改良事業等については、交付

　　　金算定対象事業費に換算後の額を記入

　　※交付期間内事業費は概算事業費

　〃

規模

耐震・外壁・屋上防水改修工事（山西団地他）

事業主体

松山市

　〃　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

事業

耐震・外壁改修実施設計（山西団地他）

屋上防水改修工事（高岡団地）

事業主体 規模

給水設備改修工事(本町団地)

合計

合計

公営住宅ストック総合改善事業

細項目

事業主体

　〃

事業

合計

規模事業（例）

　　

　 　



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

該当なし

該当なし

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準
の特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）

該当なし



❶高砂団地建替事業
　Ⓐ椿荘
　Ⓑ葵荘
　Ⓒ楓荘・桂荘・桜荘・柳荘

❷耐震・外壁改修事業
　Ⓐ富久団地
　Ⓑ三光団地
　Ⓒ山西団地
　Ⓓ小栗団地

①集会所整備事業
　Ⓐ東鷹子団地集会所建替事業
　Ⓑ高岡団地集会所建替事業
　Ⓒ中須賀集会所建替事業
　Ⓓ清水5区集会所建替事業
　Ⓔ末広町集会所建替事業
　Ⓕ水口集会所建替事業
　Ⓖ御手洗集会所建替事業
　Ⓗ久万ノ台団地集会所建替事業

②保育所耐震改修事業
　Ⓐ市立東雲保育園
　Ⓑ市立松山保育園

③生活道路整備事業
　Ⓐ石井24号線道路改良工事
　Ⓑ潮見19号線道路改良工事

④下水排水路等整備事業
　Ⓐ北条辻下水排水路改良工事
　Ⓑ針田町下水排水路改良工事
　Ⓒ東山町下水排水路改良工事

基幹事業

提案事業

松山市地域　地域住宅計画　計画概要図

ｃ

①－Ａ

②－Ａ

基幹事業

①耐震・外壁等改修事業

Ⓐ山西団地
Ⓑ太山寺団地
Ⓒ恵良団地

②給水設備改修事業
Ⓐ本町団地

③屋上防水改修事業

Ⓐ高岡団地

松山市

ｃ
①－Ｂ

①－Ｃ

③－Ａ


